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第１章 アルゼンチン 

―アルゼンチンを含む世界・南米地域の水産業（漁業・養殖業）の動向― 

 

田澤 裕之  

 

１．はじめに 

 

アルゼンチン共和国（以下，アルゼンチン）は，南米大陸の最南端の大西洋岸に位置し，

面積 278 万 km²と日本の約８倍，人口 4,700 万人余りを有し，パンパと呼ばれる大平原を

中心とした豊かな国土で農畜産業を展開する世界有数の農畜産物の生産国のひとつである。

気候は亜熱帯，温帯，乾燥帯，寒帯の４つに大きく分かれ，その多様性に富む自然条件の

下，多彩な農畜産物が生産されている。 

農産物の輸出面では，穀物（小麦，トウモロコシ，コウリャン等），油糧種子（大豆，ヒ

マワリ）や牛肉等農畜産物・加工品の輸出大国でもあり，近年では，農畜産品が同国の年

間総輸出額の３分の２を占めることが多い。アルゼンチンは，米国，ブラジル，カナダ，

オーストラリア等と並び世界の農産物市場の一角を占める主要プレーヤーであり，我が国

にもトウモロコシやコウリャンを輸出している。 

またアルゼンチンには，約 6,500km の海岸線と 40,000 km²の内陸水域があり，水産業も

盛んである。我が国にとってアルゼンチンは，主要な輸入相手国のひとつであり，エビ及

びイカの輸入額はともに第４位である（第１図）。 

本章では水産業（漁業・養殖業）の動向に焦点を当て，初めに世界の漁業・養殖業の概

観を示したうえで，南米地域の立ち位置を分析する。南米地域は世界の漁業漁獲量トップ

30 のうち６か国，養殖業収穫量トップ 30 のうち５か国を占めており，ペルーを筆頭に水

産業が盛んな地域である。 

    

第１図 我が国の主な輸入水産物の輸入相手国・地域（エビ・イカ） 

資料：水産庁「令和４年度以降の我が国水産の動向」から筆者作成。 

※エビについては，このほかエビ調製品（867 億円）が輸入されている。 
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アルゼンチンの漁業・養殖業については，生産量・額，輸出額，輸出相手国，魚種，漁

港などの詳細を述べるとともに，ティエラ・デル・フエゴ州を事例として養殖業の現状と

課題についても考察する。 

 

２．世界と南米地域の漁業・養殖業の動向 

 

（１）世界の漁業・養殖業の動向 

2022 年の世界の漁業・養殖業生産量は 2 億 2,322 万トンとなり，年々増加している。う

ち漁業の漁獲量は 1980 年代後半以降横ばい傾向が続いている一方，養殖業の収穫量は増

加傾向にある（第２図）。 

2013 年に養殖業の収穫量（9,496 万トン）が漁業の漁獲量（9,101 万トン）を上回って以

降，その傾向は続いており，2022 年の養殖業の収穫量は 13,093 万トン，漁業の漁獲量は

9,229 万トン，合計 2 億 2,322 万トンとなっている。さらに海面漁業・養殖業（15,272 万ト

ン）と内水面漁業・養殖業（7,050 万トン）はおおよそ 2:1 の割合となっている。 

 

 

第２図 世界の漁業・養殖業生産量の推移（1950～2022 年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

漁業・養殖業生産量を主要漁業国・地域別に見ると，先進国・地域では過去 20 年間，横

ばいまたは減少傾向が続いているのに対し，中国，インドネシア，インド，ベトナムなど

アジアの新興・途上国では生産量が増加している（第３図）。例えば，2022 年の漁獲量の

上位 10 か国・地域のうち６か国，養殖業収穫量の上位 10 か国・地域のうち８か国を新興・

途上国が占めている（第１表）。 
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世界の漁業の魚種別漁獲量の推移を第４図に示す。多穫性浮魚の代表であるニシン・イ

ワシ類は，増減を繰り返しながら長期的には減少傾向にある。一方，タラ類は 1980 年代後

半以降減少傾向が続いていたが，2000 年代後半に増加へと転じた。マグロ・カツオ・カジ

キ類及びエビ類は，長期的に増加傾向を示している。 

世界の養殖業における魚種別漁獲量の推移を第５図に示す。コイ・フナ類は全体の 25%，

紅藻類（アマノリ等）は 15%，褐藻類（コンブ等）14%，エビ類 6%，サケ・マス類 3%を

占め，いずれも増加傾向にある。 

 

 

第３図 世界の漁業・養殖業生産量の国・地域別推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 
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第１表 世界の漁業及び養殖業生産量の国・地域別集計表（2022 年） 

 
資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 
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第４図 世界の魚種別漁業漁獲量 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

 

第５図 世界の養殖業収穫量の推移 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 
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（２）南米地域の漁業・養殖業の動向 

 

１）南米地域 

2022 年の南米地域における漁業・養殖業の生産量は 1,467 万トンでその内訳は，漁業漁

獲量 1,084 万トン，養殖業収穫量 383 万トンとなっており，漁業漁獲量は養殖業収穫量の

約 3 倍に相当する。漁業漁獲量 1,084 万トンの内訳は，海面漁業漁獲量 1,049 万トン，内水

面漁業漁獲量 35 万トンであり，海面漁業が総漁獲量の 97%を占めている。また，養殖業収

穫量 383 万トンの内訳は，海面養殖業収穫量 288 万トン，内水面養殖業収穫量 95 万トン

であり，海面養殖業の収穫量は内水面養殖業の約３倍となっている（第６図）。 

 

 

第６図 南米地域の漁業・養殖業生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

南米地域の水産生産量（漁業漁獲量＋養殖収穫量）は，長期的に大きな変動を繰り返す

傾向がある。この特徴を詳細に分析するため，南米地域の主要水産国（アルゼンチン，ブ

ラジル，チリ，エクアドル，ペルー）と参考として日本の水産生産量（2013～2022 年平均）

を第７図に示す。さらに, 主要水産国ごとの漁業・養殖業生産量の推移を第８図から第 14

図に示す。 

水産生産量の傾向を見ると，ペルーやアルゼンチンは漁業漁獲量が主体であり，一方で

ブラジル，チリ，エクアドルは養殖業生産量の割合が高い（第７図左）。また，海面生産と

内水面生産を比較すると，ブラジルで内水面漁業・養殖業が総生産量の半分以上を占めて

いるのに対し，他の国々では海面生産が大部分を占めている（第７図右）。 
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第７図 漁業・養殖業別生産量（左）及び海面・内水面別生産量（右） 

（南米地域主要国・日本＜参考＞） 2013～2022 年平均 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

２）ペルー 

ペルーは，南米地域の生産量全体の 37%を占める漁業大国である（2022 年の漁業生産

量世界第４位）。2022 年の漁業・養殖業生産量は 551 万トンで内訳は，漁業漁獲量 537 万

トン，養殖業収穫量 14 万トンであり，漁業漁獲量が 97%を占めている（第８図）。 

ペルーの漁獲高の大部分を占めるのはペルーカタクチイワシであり，そのほとんどが魚

粉に加工され家畜飼料や有機肥料として活用されている。気候変動を背景としたエルニー

ニョ・ラニーニャ現象が，ペルーカタクチイワシ等の資源量に大きな影響を及ぼしている

ことは，グラフの鋸歯状の変動からも読み取ることができる。 

矢印が示す時期（1972～1973 年）は，ペルー沖（太平洋赤道域の日付変更線付近から南

米沿岸にかける海域）で強力なエルニーニョ現象が発生した時期（発生海面水温基準値と

の差の５か月移動平均値が６か月以上続けて２℃以上となった期間）を示している。この

ような気候の変動は，イワシのような多穫性浮魚類の漁獲量に大きな影響を与える。 

この 1972 年から 1973 年に発生したエルニーニョ現象では，豊漁と不漁の落差が非常に

大きかった。それが要因となり，米国のニクソン大統領（当時）は大豆輸出禁止政策「ニ

クソン・大豆禁輸ショック」を実施した。ペルーカタクチイワシの不漁により，家畜飼料

の需要が大豆粕に集中し，同年夏には大豆価格が前年の３倍以上に急騰した。食用大豆も

不足し，日本では豆腐等の大豆食品の価格が急騰した。同時期（1973 年）には第１次石油

ショックも発生し，これを契機に我が国は食料輸入相手国の多様化を進めた。国際協力事

業団（現在の国際協力機構(JICA)）はブラジルで「日伯セラード農業開発協力事業」（1979

～2001 年）を展開，安定した大豆供給が確立し，これが今日のブラジルの大豆生産大国と

しての礎となった。 

エルニーニョ／ラニーニャ現象発生時期と海面漁業生産量（漁業・養殖業）の推移につ

いて，2000 年代に焦点をあてたものを第９図に示す。傾向として次の点がみられる。 

 

・エルニーニョ現象発生のタイミングで，特にペルーの海面漁獲量が減少する傾向みられ

る。 
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・南米地域全体（13 の国・地域）の漁業・養殖業生産量の増減は，本地域で最大の漁獲量 

を有するペルーの増減とほぼ同期している。 

 

第８図 ペルーの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

 

第９図 エルニーニョ／ラニーニャ現象と海面漁業生産量（南米地域・チリ・ペルー 

(2001～2022 年)） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」，気象庁「エルニーニョ/ラニーニャ現象に関するデータ」から筆者 

作成。 

 

・エルニーニョ／ラニーニャ現象による漁獲量の増減は，より影響を受けやすい海域で漁 
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業を展開するペルーの方が，チリより大きいと推測される。 

エルニーニョ現象が発生する仕組みは次のとおり。 

・ペルー沖の海上では東から西に吹く貿易風により，海面の温かい海水が西に流され，そ 

の結果，冷たい海水を伴って湧き上がる湧昇流が発生，エサとなるプランクトンが海面 

近くに豊富に供 

給される。 

・しかし，貿易風が吹かない状態が１年ほど続くと，ペルー沖の海面温度が高いまま継続 

（エルニーニョ現象），これにより湧昇流が発生しにくくなり，プランクトンの供給量が 

減少し，ペルーカタクチイワシ等の漁獲量が減少する。 

 

このように，エルニーニョ現象はペルー沖を含む太平洋赤道域の日付変更線付近から南

米沿岸にかけて海面水温が平年より高い状態が１年間程度続く現象である。逆に同海域で

海面水温が平年より低い状態が１年程度続く現象をラニーニャ現象という。ただし，漁獲

量増減の要因には，エルニーニョ／ラニーニャ現象等の異常気象だけでなく，過剰漁獲に

よる資源の減少も大きな要因として影響を及ぼしている。 

 

３）チリ 

チリの 2022 年における漁業・養殖業生産量は合計 421 万トンで，その内訳は漁業漁獲

量が 269 万トン，養殖業収穫量が 152 万トンであった。養殖業収穫量のうち 99.8%は海面

養殖が占めている（第 10 図）（2022 年の養殖収穫量世界第 10 位）。チリの漁業生産量は南

米ではペルーに次ぐ第２位であり，養殖業生産量は南米第１位である。主な漁獲対象魚種

は，アジやカタクチイワシであり，それらの魚種は主に魚粉に加工される。1997 年から 1998

年にかけて発生したエルニーニョ現象の影響で漁獲量は急速に減少し，その後も減少傾向

が続いていたが，2010 年代後半から回復の兆しを見せている。 

一方，養殖業では，タイセイヨウサケ（アトランテックサーモン）・トラウトサーモン（ス

チールヘッド），ギンザケ（シルバーサーモン）を主な対象魚種としており，2007 年のウ

イルス流行による被害を除けば年々収穫量は増大している。それらの輸出相手国として，

アトランテックサーモンは主に北米・欧州地域へ，トラウトサーモン及びギンザケは主に

日本へ輸出されている。 

サケ・マス類は本来，北半球の冷涼な淡水域や海域に生息する魚種であるが，1990 年以降，

南半球のチリに移植され，以降，養殖生産が急速に拡大した。こうした養殖生産の発展に

は，1970 年代から始まった JICA をはじめとする日本の政府関係機関や大学による協力・

援助が大きく寄与している。 

さらに 1990 年代以降，日本の水産会社（マルハニチロ（株），（株）ニッスイ）や商社（三 

菱商事（株），三井物産（株））等の民間企業が事業を展開し，同国におけるサケ・マス養 
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第 10 図 チリの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022 年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

殖の振興が着実に進められてきた。 

今後は，気候変動を背景とした赤潮への対策，養殖事業による水質汚濁の防止，養殖魚

の疾病対策，そして効率的な飼料の開発・普及といった課題に対し，継続的な取組が求め

られる。 

 

４）エクアドル 

エクアドルの 2022 年における漁業・養殖業の総生産量は 180 万トンで，その内訳は漁業

漁獲量が 68 万トン，養殖業収穫量が 112 万トンであった。養殖業収穫量の大部分は海面養 

 

 

第 11 図 エクアドルの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022 年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 
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殖によるものであり，同年の養殖業収穫量は世界第 13 位，南米では第２位に位置してい

る。2019 年には，養殖業の収穫量（70 万トン）が漁業の漁獲量（61 万トン）を初めて上

回り，それ以降は養殖業が優位となる傾向が継続しており，2022 年には 111 万トンへと急

増した（第 11 図）。 

 

５）ブラジル 

2022 年におけるブラジルの漁業・養殖業の総生産量は 150 万トンで，その内訳は漁業漁

獲量 76 万トン，養殖業収穫量 74 万トンと，漁業と養殖業の生産量がほぼ均衡しており，

南米諸国の中で最もバランスの取れた構成となっている（第 12 図）。 

ブラジルの海岸線は 7,400km 以上に及ぶものの，アマゾン川河口を除いて地形は単調で，

大きな大陸棚も存在しないため，海面における水産資源は豊富とはいえない。そうした地

理的特性から，海面漁業・養殖業の生産量 66 万トンであるのに対し，内水面漁業・養殖業

の生産量は 84 万トンで南米第３位となっている。この点はブラジルが，世界最大のアマゾ

ン川流域面積を有することに起因している。なお，養殖業の生産量の約半分をティラピア

が占めて，次いでコイ，ナマズが多い。 

 

 

第 12 図 ブラジルの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

３．アルゼンチンの漁業・養殖業の動向 

 

（１）アルゼンチンの漁業・養殖業生産の動向 

アルゼンチンは広大な国土を有し，多様な水域に恵まれている。海岸線は約 4,700km，

内陸水域は 40,000km2 に及ぶ（第 13 図）。パンパ地域に属するブエノスアイレス州を除く

他の海岸は，パタゴニア地域のリオネグロ州，チュブ州，サンタクルス州，ティエラ・デ
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ル・フエゴ州の４州に位置している。同国の漁業・養殖業は，これら５州にわたる海岸沿

いの大陸棚海域や，長さ 4,000km を超える水路を有するラプラタ川流域，さらにパタゴニ

ア内陸部アンデス山脈山麓に広がる内陸水域を中心に展開されている。 

2023 年において，漁業が国民総生産（GDP）に占める割合は 0.3%であり，実質 GDP 成

長率は対前年比マイナス 6.4%と，前年 2022 年のマイナス 6.1%に続き，減少傾向が続いて

いる。 

2022 年におけるアルゼンチンの漁業・養殖業の生産量は 854 千トンであり，そのうち漁

業漁獲量が 848 千トン(99.3%)，養殖業収穫量が 6 千トン（0.7%）とほぼ漁業生産量が全

体を占めている（第 14 図）。養殖業収穫量の割合は全体の 1%未満にとどまり，南米地域の

過去 10 年間（2013～2022 年）の平均養殖業収穫量（21.5%）と比較しても著しく低い水準

である。また，全体生産量の 97.8%が海面漁業・養殖業によるもので，内水面漁業・養殖

業による生産量は 2.2%に過ぎず，これも南米全体平均内水面生産量（2013～2022 年）の

8.6%を大きく下回っている（第７図）。 

   

第 13 図 アルゼンチンの地図と主な水産業指標 

資料：Ministerio de Economía de Argentina: Informes de Cadenas de Valor  Pesca y acuicultura (2024) ，Ministerio  

de Economía de Argentina: Exportaciones Importacíones Pesqueras(2023)から筆者作成。 

 

水産資源の年較差に関しては，アルゼンチンと生産量が同規模で太平洋側の主要水産国

であるエクアドルと比較すると，特に 2010 年代後半以降，大西洋側に位置するアルゼンチ

ンやブラジルでは，エルニーニョ／ラニーニャ現象による大きな影響はみられない（第 15

図）。 

なお，アルゼンチンは国際捕鯨委員会（IWC）の加盟国であり，反捕鯨の立場で投票行

動を取っている。南米地域における IWC 加盟国のうち，スリナムを除く 7 か国が反捕鯨国

である。 
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第 14 図 アルゼンチンの漁業・養殖業別生産量の推移（1950～2022年） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」から筆者作成。 

 

 

第 15 図 エルニーニョ／ラニーニャ現象と海面漁業生産量（アルゼンチン・ブラ 

ジル・エクアドル(2001～2022 年)） 

資料：FAO「FishStat: Fisheries and Aquaculture」，気象庁「エルニーニョ/ラニーニャ現象に関するデータ」から 

筆者作成。 

 

１）アルゼンチンの海面漁業・養殖業 

海面漁業は，排他的経済水域（EEZ：自国の基線から 200 海里（370.4km））内（第 16 図）
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において行われ，沿岸漁業と沖合漁業に区分される。一方，海面養殖業は，ホタテやムー

ル貝を対象とした生産が始まったばかりであり，2022 年の生産量は 34 トンと少ないもの

の，今後の成長が期待される分野である。 

 

 

第 16 図 海洋の区分 

資料：内閣官房総合海洋政策本部事務局「海の未来 - 海洋基本計画に基づく政府の取組（2015）」から引用。 

 

EEZ 内の水産資源は，いかなる場合もアルゼンチン連邦政府の主権及び管轄下に置かれ

ている。ただし，各州が独自の漁業規則を定めることも可能である。EEZ 内での漁業は，

アルゼンチン国内で設立された法人に限られており，水揚げは国内の漁港で行う必要があ

る。操業漁船には漁獲許可及び漁獲枠が設定される。 

主な漁港には，マル・デル・プラタ港，プエルト・マドリン港，プエルト・デセアド港，

ウシュアイア港などがある。これら漁港沖合の EEZ 内には，水深が浅い大陸棚が展開して

いる。各漁港の漁獲量を第２表，位置図を第 17 図に示す。 

 

第２表 アルゼンチンの主要漁港の漁獲量（2013～2024 年）: 

 

資料：Ministerio de Economía de Argentina: Informes de Cadenas de Valor Pesca y acuicultura (Mayo, 2024)から筆 

者作成。 

 

 

file:///C:/Users/hichi/OneDrive/デスクトップ/修正/「海の未来
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第 17 図 アルゼンチン沿岸にある主要漁港と大陸棚 

資料：JICA「アルゼンティン共和国水産資源評価管理計画終了時評価報告書」より筆者加筆。  

 

 

次に，主なアルゼンチン産魚種の海面漁獲量の推移を第 18 図及び第３表に示す。主な魚

種は，魚類ではアルゼンチンメルルーサ，甲殻類ではアルゼンチンアカエビ，軟体動物で

はアルゼンチンマツイカであり，これら３種で全体の漁獲量の 84%を占めている。 
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第 18 図 アルゼンチンの主要魚種生産量の推移（1989～2023年） 

資料：Ministerio de Agricultura, Ganadería y Pesca de Argentina: Estadísticas de la pesca marina en la Argentina –  

Evolución de los Desembarques から筆者作成。 

 

第３表 アルゼンチンの魚種生産量の推移（2013～2024 年） 

 

資料：INDEC (Instituto Nacional de Investigación y Desarrolo Pesquero) から筆者作成。 

 

アルゼンチン産の魚介類は，漁場が遠隔地に位置するため，我が国のような消費地では

活魚や鮮魚としての利用はほとんど見られない。例えば，アルゼンチンアカエビは，日本

のスーパーマーケットの鮮魚コーナー等で一般的に見かける輸入冷凍エビであり，アルゼ

単位: トン 
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ンチンマツイカは，肉質がスルメイカよりもやや硬いため，多くがするめ，さきいか，塩

辛等の加工品に利用されている。 

アルゼンチンメルルーサは，タラ目メルルーサ科に属する魚で，タラとは異なる科に属

するものの，食味はよく似ているが，日本での流通量は多くない。アルゼンチンメルルー

サの漁獲量は，2006 年を境に漸減しており，2020 年代には年間約 27～31 万トンで推移し

ている。アルゼンチンアカエビは 2000 年代後半以降，漁獲量が増加しており，2020 年代

には年間約 20 万トンで推移している。また，アルゼンチンマツイカは 2000 年代後半以降，

漁獲量の増減を繰り返しながら，2020 年代には年間約 15 万トンで推移している。 

第 19 図に示されるように，イカやイワシ等は海面を遊泳する浮魚（うきうお）である。

これらは EEZ 内及び公海にまたがって主漁場を形成する魚類資源（ストラドリングストッ

ク）として，高度回遊性魚類資源とともに重要な水産資源として位置づけられている。こ

れらの資源に対しては，長期的な資源管理及び持続可能な利用の確保を目的として，関係

諸国との協定が締結されている。 

 

 

第 19 図 ストラドリングストックの模式図 

資料：Asociacíon para el Desarrollo de la Pesca Argentina (ADPA) HP から筆者作成。 

 

この海域にはフォークランド（マルビナス）諸島があり，1982 年にはアルゼンチンと英

国の間でフォークランド紛争が勃発した。その後も同諸島は英領フォークランド諸島とし

て存在しており，現在も領有権をめぐる係争地となっている。 
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アルゼンチンマツイカは，アルゼンチン EEZ 内，EEZ 接続公海及びフォークランド（マ

ルビナス）諸島周域 150 海里の暫定保護管理海域（FICZ: Falkland Islands Interim Conservation 

and Management Zone）内にまたがって主漁場を形成するストラドリングストックである。

現在，この資源は英国とアルゼンチン両国による南大西洋漁業委員会（SAFC: South Atlantic 

Fisheries Commission）に基づいて，共同管理されており，入漁隻数制限，解禁日２月１日，

再生産管理などが実施されている。 

我が国のいか釣り漁船は，2007 年以降，アルゼンチン EEZ 水域，FICZ 水域及び接続公

海での操業を行っていない。しかし，アルゼンチンマツイカの資源は世界のいか原料供給

において重要な役割を担っており，日本への影響も少なくない。 

現在，外国船籍のいか釣り漁船としては，中国，スペイン，韓国，台湾などが EEZ 外で

操業しており，公海域においては主に中国漁船による IUU（違法・無報告・無規制）漁業

の増加が懸念されている。この状況に対し，アルゼンチンの漁業関係者は政府に対応を求

めており，国際的な問題となっている。 

 

２）アルゼンチンの内水面漁業・養殖業生産量 

アルゼンチンの内水面漁業は，主にラプラタ川水系流域で展開されており，2022 年の生

産量は 1.3 万トンである。 

主な担い手は，居住地周辺で活動する個人，小グループ，または協同組合による小規模

経営体であり，一般市民，地元スーパーマーケットやレストランに直接販売するケースも

多い。また，内陸部ではパンパ及びパタゴニア両地域でレクリエーション漁業が一般的に

行われており，地域経済において重要な現金収入源となっている。ただし，小規模事業者

による内水面漁業の漁獲量を統計的に把握することは困難が伴う。 

アルゼンチンの内水面養殖業は，主にパタゴニア内陸部アンデス山脈山麓で実施されて

おり，2022 年の生産量は 0.6 万トンとなっている。内水面養殖業の生産額（第４表）及び

海面・内水面養殖業の生産量推移（第５表）を示す。 

アルゼンチンの養殖業全体の生産量のうち，約８割をニジマスが占めており，近年急速

に増加している。ニジマス養殖は，パタゴニアのネウケン州やティエラ・デル・フエゴ州

などのアンデス山脈山麓の氷河から流れ出る冷涼な融解水を活用して活発に行われている。

一方，パクーやコイは北部内陸部のラプラタ川水系パラナ川流域に位置するチャコ州，ミ

シオネス州，フォルモサ州などで養殖されている。 
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第４表 アルゼンチンの内水面養殖業の生産量及び生産額（2022 年） 

 
資料：INDEC から筆者作成。 

 

第５表 アルゼンチン養殖業の生産量（2013～2023年） 

 
資料：INDEC から筆者作成。 

 

（２）アルゼンチン水産物の輸出 

2023 年の水産物輸出額は，17 億 7,600 万ドルで，対前年比 2.6%減少した。過去 10 年間

は 20～25 億ドルの範囲で増減しており，伸びが停滞している（第 20 図）。同年の魚種別輸

出構成（第 21 図）は，甲殻類が 53%，軟体動物が 25％，魚類が 20%であり，詳細は第６

表に示す。なかでもアルゼンチンアカエビは輸出総額の５割以上を占め，アルゼンチンマ

ツイカ及びアルゼンチンメルルーサと合わせると全体の約 85%を占めている。 

主な輸出相手国の順位は，スペイン，中国，米国，イタリアの順で，日本は第５位とな

っている（第 22 図）。アルゼンチンは，主にアルゼンチンアカエビ及びアルゼンチンマツ

イカを我が国へ輸出している（第１図）。 

 

単位: トン 
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第 20 図 アルゼンチン水産物の輸出額と輸出量（2016～2023） 

資料：INDEC から筆者作成。 

 

 

第 21 図 アルゼンチン水産物の輸出額内訳 

資料：INDEC から筆者作成。 

 

第６表 アルゼンチン水産物の輸出額内訳 

 

資料：INDEC から筆者作成。 
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第 22 図 アルゼンチン水産物の輸出相手国(2023) 

資料：INDEC から筆者作成。 

 

（３）アルゼンチンの動物性たんぱく質摂取について 

世界の動物性たんぱく質の需要は年々増大しており，脱炭素の観点から，生産過程で温

室効果ガスの排出量が多い牛肉や豚肉よりも，鶏肉・魚肉の成長率が高いとされている。

世界，南米（アルゼンチンを含む）及び関連国における 2022 年の動物性たんぱく質源の割

合を第７表に示す。 

 

第７表 アルゼンチンを含む関連国の動物性たんぱく質摂取源（2022 年） 

 
資料：FAOSTAT Food Balances (2010-) から筆者作成。 

 

南米地域における肉類からの動物性たんぱく質摂取率は 64.1%と，世界平均（49.5%）を

大きく上回っており，特にアルゼンチンでは牛肉による摂取率が 26.0%と高く，地域全体

の値を押し上げている。一方，水産物からのたんぱく質摂取率は南米平均で 4.8%と世界平

均（14.4%）を大きく下回っており，アルゼンチンはチリ（5.7%）と比べても 2.6%とさら

に低い値を示している。アルゼンチンの１日当たりの動物性たんぱく質摂取量（73.9g/人/

日）を踏まえると，健康面及び脱炭素の観点から，家畜肉に偏ったたんぱく質摂取を水産
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物にシフトする必要があると考えられる。 

アルゼンチンにおける 2010～2022 年の肉類及び水産物の年間消費量推移を第８表に示

す。2023 年には，消費者物価指数（CPI）が対前年 12 月比で 200%超を記録し，過去 33 年

間で最も高い水準となった。このような景気状況を背景に，価格高騰が進んだ。牛肉の摂

取が控えられ，消費量の減少につながっている。一方で，魚介類の消費は横ばい傾向にあ

り，消費増加の兆しは見られない。 

 

第８表 アルゼンチンの肉類及び水産物の年間消費量の推移（2010～2022 年） 

 

資料：FAOSTAT Food Balances (2010-) から筆者作成。 

 

農林水産政策研究所は 2023 年に，アルゼンチンを含む 8 か国を対象とし，「食環境の違

いが食意識に及ぼす影響評価調査」を実施した。第９表は，ブエノスアイレスで実施され

た調査のうち，「１週間のうち，どの程度の頻度で肉類，魚介類，牛乳・乳製品，卵を摂取

するか」という質問に対する回答結果である。これらはいずれも動物性たんぱく質である

が，肉類及び牛乳・乳製品の摂取頻度が高く，魚介類はそれらと比べて摂取頻度が著しく

低かった。 

 

第９表 ブエノスアイレスにおける動物性たんぱく質の摂取頻度結果（2024年） 

 
資料：農林水産政策研究所プロジェクト研究「主要国における農業政策の改革の進展とそれを踏まえた中長期的な世

界食料需給に関する研究（令和 4 年度～令和 6 年度）」横断課題「持続的食料システムの構築に関する国際比較

研究」。 

単位: kg/人/年 
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アルゼンチンは，約 6,500km の海岸線と 40,000km2 の内陸水域があり，水産物も盛んに

輸出されるなど，国土の水産ポテンシャルは高い。そのポテンシャルに比べ魚介類の消費

が低い傾向は否めず，魚介類の価格が相対的に安くない背景もあるが，牛肉等を好む国民

の食習慣を一朝一夕に変えることは容易ではない。 

アルゼンチン政府（経済省農牧水産庁）も現在，魚介類消費拡大キャンペーンを実施し

ており，毎月 19 日を「魚介類消費拡大の日」と定めており，魚介類を活用したレシピ集を

作成・配布するなど，行政主導の販売促進活動により，国内消費の拡大を図っている。 

 

（４）ティエラ・デル・フエゴ州における水産業の事例 

ティエラ・デル・フエゴ州（TDF 州）は，アルゼンチン最南端に位置する州であり，フ

エゴ島東部を州域とし，本土とはマゼラン海峡によって隔てられている。州都ウシュアイ

アは世界最南端の都市であり，南極観光船の玄関口となっている。フエゴ島の西側及び南

側に広がるビーグル水道を挟んで，チリのマガジャネス州が位置している（第 16 図）。 

気候は，温帯の西岸海洋性気候と亜寒帯気候に属している。海洋からの偏西風の影響に

より，冬季の気温は緯度の割に高く，夏季でも極端な高温にはならない（気温の年較差が

小さい）。フエゴ島の西側（主にチリ側）は，アンデス山脈の南端部に当たるダーウィン山

脈によってフィヨルド状の海岸線が形成されているのに対し，東側（主にアルゼンチン側）

は比較的滑らかな海岸線となっている。 

その TDF 州では，チリと類似した自然・地理的環境を背景に，海面及び内水面での水産

養殖の振興・促進プログラムが進められている。アルゼンチン国内における水産養殖産業

は 1990 年代に始まり，2014 年には生産量が 4,028 トンに達したが，その後は減少傾向を

たどり，2020 年には 2,044 トンまで落ち込んだ。その後は回復傾向を示し，2023 年には

5,447 トンまで増加している。 

減少の背景には，国民の間に魚介類を積極的に摂取する食習慣が根付いていないこと，

経済状況の悪化などとともに，水産養殖の技術移転に伴う人材育成の困難さなどがあると

考えられる。特に海面養殖における生産量は，他の南米主要水産国と比較して低水準にと

どまっているが，今後の成長が期待される分野である。 

TDF 州では，州生産環境省水産・養殖局のもとに養殖センターを設置し，ニジマスの試

験養殖を継続してきた。その中で養殖業のさらなる成長を目指し，世界銀行が推進するプ

ロジェクト「PROBLUE」との連携を進めている。PROBLUE は，持続可能な開発目標（SDGs ）

目標 14「海の豊かさを守ろう」の実現に貢献することを目的に，「持続可能な漁業と養殖

業の管理」を主要分野のひとつとして掲げており，その取組はブルーエコノミー・アプロ

ーチに基づいて展開されている。 

ブルーエコノミー・アプローチとは，海洋生態系の健全性を維持しつつ，経済成長，生

活の質の向上，雇用創出を図るための海洋資源の持続可能な利用を意味する。アルゼンチ

ンは豊かな国土・水域を有しており，国内農業で盛んに生産される大豆から得られる植物
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性たんぱく質を，養殖業を通じて付加価値の高い動物性たんぱく質へと転換することが可

能である。このように，輸入飼料に依存しない養殖業の構築が期待されるなど，ブルーエ

コノミーの推進に適した基盤が整っている。 

この促進に向けて TDF 州政府は，研究開発への投資，小規模養殖の促進や官民連携の強

化を政策として掲げ，アルゼンチンにおける主要養殖対象魚種であるニジマス及びムール

貝等の安定的な生産定着を図っている。ただし，大規模な自動化による海面養殖は対象外

とされている。 

 

４．おわりに 

 

世界の漁業・養殖業を合わせた生産量は年々増加しており，2022 年の総生産量は 2 億

2,322 万トンに達した。このうち漁業生産量は全体の 41%（9,229 万トン），養殖業生産量は

59%（1 億 3,093 万トン）を占めている（第２図）。今後は世界的な人口の増加及び生活水

準の向上により，水産物の生産量は一層の増加が見込まれる。一方で，世界の水産資源の

38%は過剰に漁獲されており，適正な水準で維持されている資源（ただし増加の余地なし）

は 50%，資源量に余裕のある資源はわずか 12%にとどまっている（2021 年時点）。 

現在，漁業及び養殖業にはそれぞれ認証制度が設けられており，漁業関係者は SDGs 目

標 14「海の豊かさを守ろう」の達成を目指して取り組んでいる。 

・MSC 認証は，「資源の持続可能性」，「漁業が生態系に与える影響」，「漁業の管理システ

ム」の３つの原則に基づく厳格な基準を満たす漁業関係者に対して与えられる仕組みとな

っている。 

・ASC 認証は，「飼料認証」と「養殖場認証」があり，認証養殖場では，ASC 認証取得済

みの飼料使用，水質保全，抗生物質・化学物質の管理，適切な魚病対策などの原則に基づ

き審査される。 

両認証はいずれも「CoC (Chain of Custody) 認証」があり，加工，流通の段階で認証水産

物と非認証水産物が混在しないような厳格な管理体制が求められている。今後，天然水産

資源の漁獲量を大幅に増加させることは困難であることから，漁獲量を維持しつつ，養殖

によって増大する需要を賄う構図が継続すると考えられる。 

また，アクアポニックスは水産養殖と水耕栽培を組み合わせたシステムであり，養殖に

より発生する老廃物を植物の栄養源として再利用し，水産物と農産物を同時に生産するこ

とが可能である。動物性たんぱく質と野菜を同時に確保できる点から，宇宙空間や月面で

の人類の活動にも応用が期待されている。 

アルゼンチンを含む世界及び南米における漁業・養殖業の動向を通じて，水産業（漁業・

養殖業）の持つ重要性が改めて認識される。今後，動物性たんぱく質の主要な供給源とし

て，魚介類の積極的な消費が一層求められる。 
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